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平成27年度から令和４年度までの８年間における本
市が目指す姿（都市像）の実現に向けたまちづくり
について示します。

１．ずっと安心して暮らせるまち

２．男女共同参画の推進・
　子どもを安心して産み育てられるまち

３．学・社・民の融合による教育を推進するまち

４．地域力・市民力が伸びるまち

５．地域資源を活かすまち

６．人と環境にやさしいにぎわうまち

７．誰もがそれぞれにふさわしい働き方ができるまち

８．役割を果たし成長する拠点

９．雇用が生まれ活力があふれる拠点

１０．魅力を活かした交流拠点

１１．世界とつながる拠点

市民と地域が学び高め合う、
安心協働都市Ⅰ

「地域」が主役となり、
ずっと安心で安全な暮らしの実現を目指します。

田園と都市が織りなす、
環境健康都市Ⅱ

「大地」の持つ力を最大限に活用し、
新潟にしかない豊かな暮らしの実現を目指します。

日本海拠点の活力を
世界とつなぐ、創造交流都市Ⅲ

「世界」とつながる開港都市としての拠点性を活かし、
世界の平和・交流に積極的に貢献します。

ー に い が た 未 来 ビ ジ ョ ン ー
本市が掲げる３つの都市像

　日本海拠点都市「新潟」からの発信！【広がる可能性と期待される役割】

豊栄新潟東港 I.C
新潟空港 I.C

韓国・中国 等
（コンテナ航路）
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●区別人口・世帯数
　（令和３年４月30日現在）
　上段：人口
　下段：世帯数

　（令和３年１月１日現在）
　　面積：726.27km2

　　出典：国土交通省国土地理院

●区別面積比
　（令和３年１月１日現在）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 資料：国土交通省国土地理院の資料を基に技術管理課で算出

●区別人口・人口比
　（令和３年４月30日現在）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 資料：市民生活課

●位　置

●世帯数・世帯比
　（令和３年４月30日現在）

※単位未満は、原則として四捨五入しています。この場合は、合計欄と内訳の計は必ずしも一致しません。

※面積関連の値は端数処理の都合により、合計値と内訳の値は必ずしも一致しません。
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都市整備関係

都市政策部

　●都市計画課 都市計画の企画・調査、都市計画の調整、景観の届出
屋外広告物の適正化、開発行為の許可等の総括

　●GISセンター 地理情報システム（GIS）活用の調査研究等

　●まちづくり推進課 土地区画整理事業・市街地再開発事業等の推進、景観計画、まちづくり
活動の支援

　●都市交通政策課 都市交通に係る総合的な施策の推進

　　●地域交通整備室 バス交通に係る企画・調整

　　●新交通推進室 新たな交通システム関連

　●港湾空港課 新潟港・新潟港海岸の振興及び整備促進
新潟空港の振興・整備促進、空港周辺の環境対策

　●技術管理課 土木・建築工事の積算基準・標準仕様書等の作成

　●工事検査課 工事及び設計委託等の検査、優良工事表彰

●新潟駅周辺整備事務所 新潟駅周辺地域の都市拠点形成、街路整備、市街地再開発事業、
新潟駅付近連続立体交差事業、新潟駅周辺整備に係る取得用地の管理

建 築 部

　●住環境政策課 市営住宅の管理・整備・計画

　　●住環境整備室 住環境整備の調査・計画・推進、空き家対策

　●建築行政課 建築確認及び検査、建築物の認定・許可、
建築物の耐震改修等、建築物の防災、建築相談

　●公共建築第１課 市有施設（学校・生涯学習・体育施設を除く）の建築・修繕

　　●施設保全推進室 市有施設の保全計画の推進

　●公共建築第２課 学校・生涯学習・体育施設の建築・修繕

土 木 部

　●土木総務課 道路・橋りょう等の維持管理の総括、市道路線認定、特殊車両の通行許可

　　●河川海岸砂防室 河川・海岸保全施設の整備促進・調整、土砂災害及び水防に関する調整

　●道路計画課 道路・街路事業の調査・計画、直轄国道の整備促進

　●公園水辺課 公園・緑地・水辺緑地の調査・計画、緑化の推進

　●東部地域土木事務所 国県道及び市道の新設改良に係る設計・施工、
橋りょうの維持修繕に係る設計・施工

　●西部地域土木事務所 国県道及び市道の新設改良に係る設計・施工、
橋りょうの維持修繕に係る設計・施工、大規模な公園・緑地の新設

下 水 道 部

　●経営企画課 下水道使用料・公設浄化槽使用料・受益者負担金等の総括、
下水道事業の経営・企画・調整

　●下水道計画課 基本計画・事業計画・整備計画、ストックマネジメント計画等の総括

　●東部地域下水道事務所 下水道使用料・公設浄化槽使用料・受益者負担金等の賦課、徴収
排水設備、公共下水道管渠の新設・改築

　　●雨水対策推進室 基幹的な雨水排除改善施設工事の設計・施工

　　●北下水道分室 下水道使用料・公設浄化槽使用料・受益者負担金等の賦課、徴収
排水設備、下水道管渠等の維持管理

　●西部地域下水道事務所 下水道使用料・公設浄化槽使用料・受益者負担金等の賦課、徴収
排水設備、公共下水道管渠の新設・改築

　　●普及推進室 水洗化の普及・啓発・広報、排水設備工事助成

　　●秋葉下水道分室 下水道使用料・公設浄化槽使用料・受益者負担金等の賦課、徴収
排水設備、下水道管渠等の維持管理

●下水道管理センター

　●維持管理課 下水道管渠等の維持管理計画の調整、下水道用地の占用の許可、
公共下水道管渠の維持管理・改築

　●施設管理課 処理場・ポンプ場の計画調整・建設・維持管理、水質の試験・検査

区 役 所
（北・東・中央・
江南・秋葉・南・
西・西蒲区役所）

　●建設課
都市計画、屋外広告物、土地区画整理事業、開発行為、まちづくり支援、
市営住宅、道路・公園の占用許可、私道助成、除雪、国県道の維持補修、
市道・公園・緑地の新設・維持補修
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令和３年度予算

一般会計
50.99%

市税
33.08%

公園緑地費
4.92%

建築費　1.24%
住宅費　2.57% その他　2.39%

都市排水応急対策費　1.334%
港湾空港費　　　　　1.058%
土木管理費　　　　　0.001％農林水産業費　1.56%

　　諸支出金　2.04%
　　　消防費　2.57%
　　　商工費　3.41%

その他
1.21% 法人事業税交付金 0.277%

財産収入 0.212%
分担金及び負担金 0.201%
寄附金 0.128%
配当割交付金 0.096%
株式等譲渡所得割交付金 0.082%
環境性能割交付金 0.060%
交通安全対策特別交付金 0.059%
分離課税所得割交付金 0.030%
繰入金 0.020%
利子割交付金 0.017%
石油貯蔵施設立地対策等交付金 0.016%
ゴルフ場利用税交付金 0.005%
国有提供施設等所在市町村助成交付金 0.002%
繰越金 0.000%

地方譲与税　　　　0.84%
軽油引取税交付金　1.34%
使用料及び手数料　2.06%
地方消費税交付金　4.79%
　　　　県支出金　5.21%

国庫支出金
17.61%

地方交付税
15.74%

諸収入
5.56%

市債
12.08%

※太線内は特別会計

介護保険事業会計　11.10%

公債管理事業会計　10.43％

特別会計その他　0.28％
後期高齢者医療事業会計　1.26%

国民健康保険事業会計　9.60%

下水道事業会計
8.78%

病院事業会計
3.86%

　　　　　　内　　　　　訳
収益的支出（管理運営費等） 46.60%
資本的支出（建設改良費等） 53.40%

水道事業会計　3.70%

予算額
758,214,293千円

歳　入
386,600,000千円

土木費
52,115,438千円

民生費
31.40%

土木費
13.48%

総務費
10.45%

公債費
12.65% 教育費

14.90%

衛生費
6.86%

その他
0.68%

労働費　　　0.401%
議会費　　　0.257%
予備費　　　0.026%

歳　出
386,600,000千円

予 算 総 括

一般会計歳入

一般会計歳出

一般会計土木費歳出

下水道事業会計
66,575,098千円

地方特例交付金
0.48%

都市計画費
49.25%

道路橋りょう費
39.63%




